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商品分類 属性区分

単位型・
追加型

投資対象
地域

投資対象資産
（収益の源泉） 投資対象資産 決算頻度 投資対象

地域 投資形態 為替
ヘッジ

追加型投信 内外 株式
その他資産

（投資信託証券
（株式））

年１回 日本
北米

ファミリー
ファンド なし

※属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載しています。
上記の表は、当ファンドに該当する部分のみを記載しています。商品分類や属性区分の内容については、一般社団法人
投資信託協会のホームページ（https://www.toushin.or.jp）でご覧いただけます。

この目論見書により行う「しんきん日米半導体株ファンド」の募集については、委託会社は、
金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第５条の規定により有価証券届出書を2026年
３月13日に関東財務局長に提出しており、その届出の効力は2026年３月14日に生じて
います。
当ファンドの商品内容に関して、重大な変更を行う場合には、投資信託及び投資法人に
関する法律（昭和26年法律第198号）に基づき事前に投資者の意向を確認する手続き
を行います。
当ファンドの信託財産は、受託会社により保管されますが、信託法によって受託会社の
固有財産等との分別管理等が義務付けられています。
請求目論見書（金融商品取引法第15条第３項に規定する目論見書）は、販売会社にご請求
いただければ当該販売会社を通じて交付いたします。なお、販売会社に請求目論見書を
ご請求された場合は、その旨をご記録くださるようお願いいたします。

委託会社の情報
委託会社名 しんきんアセットマネジメント投信株式会社

設立年月日 1990年12月14日

資本金 ２億円

運用する投資信託財産の
合計純資産総額

11,339億円（2025年12月末現在）

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。
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1｜ファンドの目的・特色
ファンドの目的

「しんきん日米半導体株ファンド」（以下、「当ファンド」ということがあります。）は、
信託財産の成長を目指して運用を行います。

ファンドの特色
◆ �マザーファンドを通じて日本と米国の金融商品取引所に上場

している半導体関連株式に投資を行います。
●「しんきん日経半導体株マザーファンド」および「しんきん米国半導体株マザー
ファンド」（以下「マザーファンド」といいます。）を主要投資対象とします。

●各マザーファンドの組入比率は、以下を基本とします。なお、月次でリバランスを
実施します。

ポートフォリオのイメージ
基本組入比率

しんきん米国半導体株
マザーファンド50%50%しんきん日経半導体株

マザーファンド

◆ �組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

■ 投資戦略

●�各マザーファンドは以下の指数に連動する投資成果を目指します。

しんきん日経半導体株マザーファンド 日経半導体株指数（トータルリターン）

しんきん米国半導体株マザーファンド NYSE Semiconductor Index（配当込み、円換算ベース）

●�効率的な運用を行うため、日本と米国の金融商品取引所に上場している投資信託
証券（上場投資信託証券、以下「ETF」といいます。）を実質的に組み入れること
があります。

※市況動向あるいは資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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1｜ファンドの目的・特色

■ 投資プロセス

各マザーファンドが
連動を目指す指数の
採用銘柄を実質的な
主要投資対象とします。

①投資対象
ユニバースの作成

各マザーファンドが
連動を目指す指数の
動きに連動する投資
成果を目指して運用
を行います。

②ポートフォリオ
構築

売買執行の際には、
売買コストの抑制に
留意します。

③売買執行

各マザーファンドが
連動を目指す指数の
動きと各マザーファンド
の基準価額の値動き
のかい離およびその
要因等を管理・分析
します。

④ポートフォリオの
リスク分析

※市況動向あるいは資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

～半導体とは～
半導体とは、金属のように電気を通す「導体」と、ガラスやゴムといった電気を通さない「絶縁体」
の中間の性質を持つ物質を指します。半導体に一定の別の元素を含ませることで電気を通すことが
できるため、この性質を利用して電子制御に役立てられています。半導体を材料に用いた集積回路
などはデジタル社会を支える重要基盤であり、安全保障にも直結する重要な技術となっています。

すべての産業の根幹となる半導体

ITや製造業だけでなく、サービス業や
農業も含めたすべての産業

クラウド、サイバーセキュリティなど

５G、データセンター、通信機器など

すべての産業

身近な家電製品から社会全体を動かすインフラまで
幅広い用途で使われており、私たちの生活になく
てはならない存在

半導体

デジタルインフラ

デジタル産業

※上記は、イメージ図でありすべてを網羅したものではありません。
出所：経済産業省資料他より、しんきんアセットマネジメント投信（株）作成
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1｜ファンドの目的・特色

	●しんきん日経半導体株マザーファンドの概要

投資対象 日本の金融商品取引所に上場している株式およびETFを主要投資対象とします。

投資態度

■日経半導体株指数（トータルリターン）に連動する投資成果を目標として運用を
行います。

■上記の指数の動きに効率的に連動する投資成果を目指すため、ETFを組み入れる
場合があります。

■株式およびETFを合計した組入比率は、原則として高位を保ちます。

■ 日経半導体株指数とは

株式会社日本経済新聞社が公表する指数で、東京証券取引所に上場する主要な半導体関連
銘柄から構成されます。時価総額が大きい30銘柄で構成し、日本の半導体関連株の値動き
を表します。

日経半導体株指数（トータルリターン）の推移
（2011年11月末～2025年12月末）
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日経半導体株指数（トータルリターン）

※遡及算出開始日である2011年11月30日を1,000としています。
※日経半導体株指数（トータルリターン）の推移はあくまで参考情報であり、当ファンドの運用実績ではありません。

出所：（株）日本経済新聞社の資料等、Bloomberg のデータを基に、しんきんアセットマネジメント投信（株）作成

上記のグラフ・データは過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
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1｜ファンドの目的・特色

	●しんきん米国半導体株マザーファンドの概要

投資対象 米国の金融商品取引所に上場しているETFおよび株式を主要投資対象とします。

投資態度

■NYSE Semiconductor Index（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果
を目標として運用を行います。

■次の運用方法のいずれかまたは両方を組み合わせた運用を行います。運用方法
の選択および組合せは、運用の効率性等を勘案のうえ決定します。
•NYSE Semiconductor Indexへの連動を目指すETFに投資を行う方法
•米国の金融商品取引所上場の株式（ADR（米国預託証券）を含みます。）に投資を
行う方法

■ETFおよび株式を合計した組入比率は、原則として高位を保ちます。

■ NYSE Semiconductor Indexとは

ICE Data Indices, LLCが算出する指数で、米国の金融商品取引所に上場する半導体関連
銘柄から構成されます。時価総額上位30銘柄で構成されています。

NYSE Semiconductor Index（配当込み、円換算ベース）の推移
（2012年9月21日～2025年12月末）
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NYSE Semiconductor Index（配当込み、円換算ベース）

※遡及算出開始日である2012年9月21日を1,000として指数化しています。
※BloombergよりNYSE Semiconductor Index（配当込み）のデータを取得し、しんきんアセットマネジメント投信
（株）が円換算しています。

※ NYSE Semiconductor Index（配当込み、円換算ベース）の推移はあくまで参考情報であり、当ファンドの運用実績ではありません。

出所：ICE Data Services および Bloomberg のデータを基に、しんきんアセットマネジメント投信（株）作成

上記のグラフ・データは過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
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1｜ファンドの目的・特色

	●追加的記載事項

しんきん米国半導体株マザーファンドを通じて、実質的に投資する投資対象ファンド
の概要です。

ETF（上場投資信託）銘柄 iShares Semiconductor ETF

連動を目指す指標 NYSE Semiconductor Index

運用方針 米国の金融商品取引所に上場している株式で構成されるNYSE 
Semiconductor Indexに連動する投資成果を目指します。

運用会社（管理会社） ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ

取引通貨 米ドル

運用管理費用（年率） 0.34%程度

※上記内容は今後変更となる場合があります。
※投資するETF は、委託会社の判断により変更する場合があります。

～ブラックロック・ファンド・アドバイザーズについて～
ブラックロック・ファンド・アドバイザーズは、グローバルに資産運用ビジネスを展開するブラックロック・グループ

（以下、「ブラックロック」といいます。）の一員です。ブラックロックは、世界約30か国に拠点を擁し、約2,200兆円
（2025年12月末現在）を運用する世界有数の資産運用グループです。
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1｜ファンドの目的・特色

■ 収益分配について
年１回の決算時（12月20日（休業日の場合は翌営業日））に収益分配方針に従って
分配を行います。
下記の図はイメージであり、将来の分配金をお約束するものではありません。
分配対象収益が少額の場合は、分配を行わないこともあります。

収益分配金のお支払いのイメージ

分配金

12月
20日1月 3月2月 4月 6月 7月 9月8月 10月 11月5月

※自動けいぞく投資を選択されている場合、分配金は自動的に再投資されます。（再投資の際に、購入
時手数料は掛かりません。）

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

	■分配対象額は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を
含みます。）等の全額とします。
	■分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。
ただし、分配対象収益が少額の場合は、分配を行わないことがあります。

■ 収益分配金に関する留意事項

	● �分配金は、預貯金の利息とは異なり、
投資信託の純資産から支払われます
ので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。

投資信託で分配金が支払われるイメージ

投資信託の純資産

分配金

	● �分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価
益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日
の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。	 �
また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示す
ものではありません。
	● �投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないしすべてが、実質
的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。	 �
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ
かった場合も同様です。

収益分配
方針
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1｜ファンドの目的・特色

■ 外国為替市場の影響について

当ファンドは、資産のほぼ半分を外貨建資産に投資します。
	■外国為替相場の変動の影響を受けますので、投資先の通貨に対して円安になると為替差益が期待
できますが、一方で、投資先の通貨に対して円高になると為替損失を被る可能性があります。また、
当ファンドでは原則として外国為替相場の影響を回避する取引（いわゆる為替ヘッジ）は行いません。

為替変動と外貨建資産価値のイメージ

円安になると外貨建資産の価値は
円ベースで上昇します。

円高になると外貨建資産の価値は
円ベースで下落します。

外貨建資産
円
安

上
昇

￥

下
落

円
高

外貨建資産￥

※上記は一般的な場合の説明であり、様々な条件により異なる場合があります。

■ ファンドの仕組み

しんきん
日米

半導体株
ファンド

投資者
（受益者）

申込金

収益分配金・
解約金・
償還金

投資

損益

投資

損益
米国株式
しんきん米国半導体株
マザーファンド

日本株式
しんきん日経半導体株
マザーファンド

ベビーファンド マザーファンド 投資対象

米国の
半導体関連株式

日本の
半導体関連株式

投資者の資金は、しんきん日米半導体株ファンド（ベビーファンド）にまとめられ、上記
の各マザーファンドに投資されます。このように、実質的な運用をマザーファンドで
行う方式を「ファミリーファンド方式」といいます。
※各マザーファンドがETFを組み入れた場合には、別途運用管理費用が掛かります。

※市況動向あるいは資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

■ 主な投資制限

●株式への実質投資割合には制限を設けません。
●外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。
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2｜投資リスク
「しんきん日米半導体株ファンド」は、値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は
変動します。したがって、預貯金とは異なり、投資元本は保証されているものではありません。
ファンドの運用による利益および損失は、すべて投資者に帰属します。

	●基準価額の変動要因

有価証券の価格は、国内および国外の政治・経済情勢、発行体の業績、市場の
需給等を反映して変動します。組入有価証券の価格が下落した場合には、基準
価額が下落する要因となります。
当ファンドは、一銘柄当たりの実質的な組入比率が高くなる場合があり、より
多数の銘柄に分散投資した場合に比べて基準価額の変動が大きくなる可能性が
あります。また、特定の分野に関連する銘柄に投資しますので、こうした銘柄の
下落局面では、基準価額が大きく下落することがあります。

外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高に
なった場合には、基準価額が下落する要因となります。

有価証券等の発行体が経営不安、倒産等に陥った場合、またその可能性が
高まった場合には当該発行体が発行する有価証券および短期金融商品の価格は
下落し、場合によっては投資資金が回収できなくなることもあります。組入有価
証券等の価格が下落した場合等には、基準価額が下落する要因となります。

流動性リスクとは、有価証券を売買する際に、需給動向により希望する時期・価格
で売買することができなくなるリスクをいいます。当ファンドが投資する有価証券
の流動性が損なわれた場合には、基準価額が下落する要因となります。

海外の有価証券に投資する場合、投資する国の政治・経済情勢、外国為替規制、
資本規制、制度変更等による影響を受けることがあり、基準価額が下落する要因
となります。

※上記の変動要因は主なもののみであり、上記に限定されるものではありません。

価格変動リスク

為替変動リスク

信用リスク

流動性リスク

カントリー
リスク
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2｜投資リスク

	●その他の留意点
	■当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（クーリング・オフ）
の適用はありません。
	■当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や
主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が
低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の
申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

	●リスクの管理体制
運用部門から独立した管理部門が、ファンドのリスクとリターンの計測・分析および法令遵守
の観点から運用状況を監視します。モニタリングを日々行い、異常が検知された場合には、
直ちに関連部門に報告し、是正を求める態勢としています。運用リスク管理状況は、原則
月１回開催するコンプライアンス・運用管理委員会への報告を通じて、運用部門にフィード
バックされ、適切なリスクの管理体制を構築しています。
また、委託会社では、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性
リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。
コンプライアンス・運用管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク
管理態勢について、監督します。
※リスクの管理体制等は、今後変更となる場合があります。
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2｜投資リスク

	●参考情報
当ファンドの年間騰落率および

基準価額（分配金再投資後）の推移
当ファンドと代表的な資産クラスとの

年間騰落率の比較

※基準価額（分配金再投資後）は、2025年3月末から2025年12月末です。
※上記の左グラフは、各月末における当ファンドの基準価額（分配金再投資後）の推移を表示したものです。設定日が2025年

3月28日のため、年間騰落率は表示していません。
※基準価額（分配金再投資後）は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しています。しんきんアセット

マネジメント投信株式会社が公表している基準価額とは異なる場合があります。
※上記の右グラフは、代表的な資産クラスについて、2021年１月から2025年12月の５年間の各月末における直近１年間

の騰落率の平均・最大・最小を表示したものです。当該グラフは、当ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較
できるように作成したものであり、すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。

上記のグラフ・データは過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について
資産クラス 指数名 詳細 権利の帰属先

日本株 東証株価指数（TOPIX）
（配当込み）

日本の株式市場を広範に網羅するとともに、
投資対象としての機能性を有するマーケット・
ベンチマークで、配当を考慮したものです。

株式会社JPX総研
又は株式会社JPX
総研の関連会社

先進国株
MSCI-KOKUSAI 
インデックス

（配当込み、円ベース）

MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界の先進
国の株式を対象として算出した指数で、配当
を考慮したものです。

MSCI Inc.

新興国株
MSCIエマージング・
マーケット・インデックス

（配当込み、円ベース）

MSCI Inc.が開発した、世界の新興国の株式
を対象として算出した指数で、配当を考慮した
ものです。

MSCI Inc.

日本国債 NOMURA-BPI国債

野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサル
ティング株式会社が発表している日本の国債
市場の動向を的確に表すために開発された
投資収益指数です。

野村フィデューシャ
リー・リサーチ＆
コンサルティング
株式会社

先進国債 FTSE世界国債インデックス
（除く日本、円ベース）

FTSE Fixed Income LLCにより運営され、
日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を
各市場の時価総額で加重平均した指数です。

FTSE Fixed 
Income LLC

新興国債

JPモルガン・ガバメント・
ボンド・インデックス-
エマージング・マーケッツ・
グローバル・ディバーシファイド

（円ベース）

J.P. Morgan Securities LLC が算出、公表
している、新興国が発行する現地通貨建国債
を対象にした指数です。

J.P. Morgan 
Securities LLC

（注）海外の指数は、為替ヘッジを行わない投資を想定して、円ベースとしています。
※権利の帰属先は、当該指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利を有します。
※騰落率は、データソースが提供する各指数をもとに株式会社野村総合研究所が計算しておりますが、同社はその内容に

ついて、信憑性、正確性、完全性、最新性、網羅性、適時性を含む一切の保証を行いません。また、当該騰落率に関連して
資産運用または投資判断をした結果生じた損害等、当該騰落率の利用に起因する損害および一切の問題について、何ら
の責任も負いません。
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3｜運用実績
データは2025年12月30日現在です。
※下記のグラフ・データは過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
※端数処理の都合上、各欄の合計が合計欄と一致しない場合や、比率の合計が100 にならない場合等があります。

	●基準価額・純資産の推移
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基準価額（左目盛）

（円） 	■ 基準価額・純資産総額
基準価額 16,486円
純資産総額 12,932百万円

	■ 分配の推移（税引前）
決算期 分配金
2025年12月 40円
設定来累計 40円

※基準価額および分配金は１万口当たりです。
※基準価額（分配金再投資後）は決算日の翌営業日に分配金を非課税で再投資したものとして計算しています。

	●主要な資産の状況
	■ 資産別投資比率

銘柄名 投資比率
1 しんきん米国半導体株マザーファンド 49.99%
2 しんきん日経半導体株マザーファンド 49.73%
3 現金・その他 0.28%

	■（参考）しんきん日経半導体株マザーファンドの状況
組入上位10銘柄 組入上位10業種

銘柄名 業種 投資比率 業種 投資比率
1 東京エレクトロン 電気機器 15.48% 1 電気機器 65.11%
2 アドバンテスト 電気機器 13.10% 2 化学 12.72%
3 キオクシアホールディングス 電気機器 10.48% 3 機械 10.78%
4 ディスコ 機械 9.74% 4 精密機器 5.74%
5 ルネサスエレクトロニクス 電気機器 7.44% 5 非鉄金属 3.38%
6 信越化学工業 化学 5.38% 6 卸売業 1.17%
7 レーザーテック 電気機器 5.21% 7 金属製品 0.93%
8 ＨＯＹＡ 精密機器 4.86% 8 － －
9 ソニーグループ 電気機器 4.77% 9 － －
10 ＪＸ金属 非鉄金属 3.38% 10 － －

※投資比率は、しんきん日経半導体株マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。
※しんきん日経半導体株マザーファンドの純資産総額は、6,431百万円です。

	■（参考）しんきん米国半導体株マザーファンドの状況
銘柄名 国・地域名 投資比率

1 iShares Semiconductor ETF 米国 99.78%
2 現金・その他 0.22%

※投資比率は、しんきん米国半導体株マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。
※しんきん米国半導体株マザーファンドの純資産総額は、6,465百万円です。

※投資比率は、しんきん日米半導体株ファンドの
純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。
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3｜運用実績

	●年間収益率の推移 （期間：2015年～ 2025年）

※当ファンドはベンチマークを設定していないため、設定日以前の収益率の推移は表示していません。
※ 2025 年は 3 月 28 日（設定日）から同年最終営業日までの当ファンドの実績収益率を表示しています。
※上記の収益率は決算時の分配金を非課税で再投資したものとして計算しています。
※最新の運用実績はしんきんアセットマネジメント投信（株）のホームページで運用レポートとしてお知らせしています。

65.27 
80
70
60
50
40
30
20
10
0

－10
－20

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2025年2024年

（％）

運用開始前 運用開始後

14 しんきん日米半導体株ファンド



3｜運用実績

●「日経半導体株指数」は、株式会社日本経済新聞社（以下「日経」という。）によって独自に開発された手法によって、算出される著作
物であり、日経半導体株指数自体及び日経半導体株指数を算出する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。
日経半導体株指数を対象とする「しんきん日米半導体株ファンド」は、投資信託委託会社等の責任のもとで運用されるものであり、
その運用及び本件受益権の取引に関して、日経は一切の義務ないし責任を負いません。日経は日経半導体株指数を継続的に公表
する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。日経は、日経半導体株指数の構成銘柄、
計算方法、その他日経半導体株指数の内容を変える権利及び公表を停止する権利を有しています。
●日経半導体株指数は、S&P Dow Jones Indices LLCの子会社であるS&P Opco, LLCとの契約に基づいて、算出、維持されます。
S&P Dow Jones Indices、その関連会社あるいは第三者のライセンサーはいずれも日経半導体株指数をスポンサーもしくはプロ
モートするものではなく、また日経半導体株指数の算出上の過失に対し一切の責任を負いません。「S&P®」はStandard & Poor’s 
Financial Services LLCの登録商標です。

日本語訳は参考としてしんきんアセットマネジメント投信株式会社が作成したものであり、英語版と日本語訳に矛盾・齟齬等がある
場合は、英語版が優先されます。

出所: ICE Data Indices,LLC（以下、「ICE Data」といいます。）
NYSE Semiconductor Index（以下、「当インデックス」といいます。）は許可を得て使用されます。ICESM は、ICE Dataまたはその
関連会社のサービス/商標です。これらの商標は「しんきん日米半導体株ファンド」（以下、「当ファンド」といいます。）に関連して、
当インデックスとともに、しんきんアセットマネジメント投信株式会社（以下、「しんきん投信」といいます。）による使用を許可されて
います。しんきん投信および当ファンドは、ICE Data、その関連会社、またはその第三者のサプライヤー（「ICE Data およびその
サプライヤー」） によって後援、承認、販売、または宣伝されるものではありません。ICE Dataおよびそのサプライヤーは、一般的
に有価証券、特に当ファンドへの投資の妥当性、または当インデックスが一般的な株式市場のパフォーマンスを追跡する能力に
関して、いかなる表明や保証も行いません。ICE Dataとしんきん投信との関係は、特定の商標および商号、および当インデックス
またはその構成のライセンスのみに限定されます。当インデックスは、しんきん投信、当ファンド、またはその所有者に関係なく、ICE 
Data によって決定、構成、および計算されます。ICE Data は、当インデックスの決定、構成、計算において、しんきん投信または
当ファンドの保有者のニーズを考慮する義務を負いません。ICE Dataは、当ファンドの設定時期、価格、数量の決定、または当ファンド
の価格設定、販売、購入、償還の計算式の決定や計算に関与しておらず、責任を負いません。特定のカスタムインデックスの計算
サービスを除き、ICE Dataが提供するすべての情報は一般的な性質のものであり、ライセンシーまたはその他の個人、団体、または
グループのニーズに合わせて提供されているものではありません。ICE Dataは、当ファンドの管理、販売促進、または取引に関連
する義務や責任を負いません。ICE Data は投資助言業者ではありません。当インデックスへの有価証券の組入れは、ICE Data
による当該証券の購入、売却、保有を推奨するものではなく、投資助言を意図したものでもありません。
ICE Dataおよびそのサプライヤーは、明示的または黙示的を問わず、市場性または特定の目的または使用への適合性に関する保証
を含む、あらゆる保証および表明を放棄します。これには、インデックス、インデックスデータ、およびそれらに含まれる、それらに
関連またはそれらから派生するあらゆる情報 （「インデックスデータ」）が含まれます。ICE Dataおよびそのサプライヤーは、イン
デックスまたはインデックスデータの妥当性、正確性、適時性または完全性に関して、いかなる損害または責任も負いません。イン
デックスまたはインデックスデータは「現状のまま」提供され、使用は自己責任で行うものとします。
Source: ICE Data Indices,LLC (“ICE Data”). NYSE Semiconductor Index (“Index”) is used with permission.

“ICESM” is a service/trade mark of ICE Data or its affiliates. These trademarks have been licensed, along with the 
Index for use by Shinkin Asset Management in connection with Shinkin Japan U.S. Semiconductor Equity Fund (the 

“Product”). Neither the Shinkin Asset Management nor the Product, as applicable, is sponsored, endorsed, sold or 
promoted by ICE Data, its affiliates or its third-party suppliers (“ICE Data and its Suppliers”). ICE Data and its 
Suppliers make no representation or warranties regarding the advisability of investing in securities generally, in the 
Product particularly, or the ability of the Index to track general stock market performance. ICE Data’s only 
relationship to Shinkin Asset Management is the licensing of certain trademarks and trade names and the Index or 
components thereof. The Index is determined, composed and calculated by ICE Data without regard to the 
LICENSEE or the Product or its holders. ICE Data has no obligation to take the needs of the Licensee or the holders 
of the Product into consideration in determining, composing or calculating the Index. ICE Data is not responsible for 
and has not participated in the determination of the timing of, prices of, or quantities of the Product to be issued or 
in the determination or calculation of the equation by which the Product is to be priced, sold, purchased, or 
redeemed.
Except for certain custom index calculation services, all information provided by ICE Data is general in nature and 
not tailored to the needs of LICENSEE or any other person, entity or group of persons. ICE Data has no obligation or 
liability in connection with the administration, marketing, or trading of the Product. ICE Data is not an investment 
advisor. Inclusion of a security within an index is not a recommendation by ICE Data to buy, sell, or hold such 
security, nor is it considered to be investment advice.
ICE DATA AND ITS SUPPLIERS DISCLAIM ANY AND ALL WARRANTIES AND REPRESENTATIONS, EXPRESS AND/ OR 
IMPLIED, INCLUDING ANY WARRANTIES OF MERCHANTABILITY OR FITNESS FOR A PARTICULAR PURPOSE OR USE, 
INCLUDING THE INDICES, INDEX DATA AND ANY INFORMATION INCLUDED IN, RELATED TO, OR DERIVED 
THEREFROM (“INDEX DATA”). ICE DATA AND ITS SUPPLIERS SHALL NOT BE SUBJECT TO ANY DAMAGES OR 
LIABILITY WITH RESPECT TO THE ADEQUACY, ACCURACY, TIMELINESS OR COMPLETENESS OF THE INDICES OR 
THE INDEX DATA, WHICH ARE PROVIDED ON AN “AS IS” BASIS AND YOUR USE IS AT YOUR OWN RISK.
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4｜手続・手数料等
	●お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 １口単位

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額（信託財産留保額はありません。）

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して５営業日目以降にお支払いします。

申込受付中止日 ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行の休業日

申込締切時間

毎営業日の午後３時30分
（この時刻までに販売会社所定の事務手続きを完了していることが必要です。
なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認
ください。）

購入の申込期間
2026年３月14日から2026年９月18日まで

（申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新され
ます。）

換金制限 ありません。

購入・換金申込受付
の中止および取消し

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、
購入・換金の申込受付を中止することおよびすでに受け付けた購入・換金の申込
受付を取り消すことがあります。

信託期間 無期限（当初設定日：2025年３月28日）

繰上償還

委託会社は、受益権の総口数が30億口を下回ることとなった場合、この信託を
償還することが投資者のために有利であると認めるとき、またはやむを得ない
事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信託を償還することがあり
ます。

決算日 毎年12月20日（休業日の場合、翌営業日）です。

収益分配
年１回の決算日に、収益分配方針に従って収益分配を行います。
収益分配金の再投資またはお受け取りについては、販売会社にお問い合わせ
ください。

信託金の限度額 5,000億円とします。

公告 日本経済新聞に掲載します。

運用報告書 交付運用報告書は、決算日および償還日を基準に作成し、基準日に保有している
投資者に販売会社を通じて交付します。

課税関係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資
非課税制度）の適用対象となります。
当ファンドは、NISA の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、
販売会社により取扱いが異なる場合があります。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除の適用はありません。益金不算入制度の適用はありません。
※税法の改正によって変更される場合があります。
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4｜手続・手数料等

	●ファンドの費用・税金
〈ファンドの費用〉
投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

購入金額に応じて、購入価額に2.2％（税抜2.0％）を上限に販売会社が個別に定める
手数料率を乗じて得た額を購入時にご負担いただきます。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
購入時手数料は、販売会社によるファンドの募集・販売に関する取扱事務および情報
提供の対価です。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

純資産総額に対して、年率0.55％（税抜0.50％）

１万口あたりの信託報酬 ： 保有期間中の平均基準価額 × 信託報酬率 × （保有日数／365）
※上記の計算方法は簡便法であるため、算出された値は概算値になります。
※運用管理費用は、計算期間を通じて毎日計算され、毎計算期間の最初の６か月終了日および

毎計算期間末、または信託終了のときに信託財産から支払われます。

支払先 配分（税抜）および役務の内容

委託会社 純資産総額に対して、
年率0.22％

ファンドの運用、受託会社への運用指図、法定書類
の作成等の対価

販売会社 純資産総額に対して、
年率0.25％

交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の
管理および購入後の情報提供等の対価

受託会社 純資産総額に対して、
年率0.03％

運用財産の保管および管理、委託会社からの運用
指図の実行等の対価

投資対象とする
投資信託証券

年率 0.34% 程度
（投資対象とする投資信託の運用管理費用）
※投資対象とする投資信託の運用管理費用は年度によって異なるため、変動

することがあります。なお、各マザーファンドにおける実際の投資信託の
組入状況によっても変動します。

実質的な負担

年率 0.72%（税込）程度
（当ファンドの基本組入比率（50％：50％）に基づいて、米国株式への投資を
投資信託証券により行った場合の運用管理費用も加味した実質的な信託
報酬の目安です。）

その他費用・
手数料

監査費用、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する費用、有価証券売買時の
売買委託手数料等および外貨建資産の保管等に要する費用は、ファンドより実費として
間接的にご負担いただきます。
※�「その他費用・手数料」は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率・上限額等を

表示することができません。

※上記の実質的な負担は、日米両国の投資信託証券への投資比率が変動する可能性や投資信託証券の変更の可能性がある
こと等から、変動することがあり、あらかじめ上限額等を記載することができません。そのため、実質的な負担について
は概算で表示しています。

※当ファンドの手数料等の合計額については、投資者がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示する
ことができません。
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4｜手続・手数料等

〈税金〉
	■税金は表に記載の時期に適用されます。
	■以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税および地方税 •配当所得として課税＊

•普通分配金に対して20.315％

換金（解約）時
および償還時 所得税および地方税 •譲渡所得として課税＊ 

•換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

＊所得税、復興特別所得税および地方税が課されます。
※上記は、2025年12月末現在の情報をもとに記載しています。なお、税法が改正された場合等には、税率等が変更される

場合があります。
※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合 

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する非課税制度であり、一定の額を上限として、毎年、
一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が無期限で非課税となり
ます。
ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するなど、一定の条件に
該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※外貨建資産への投資により外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。
※法人の場合は上記と異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

（参考情報）ファンドの総経費率
総経費率（①+②） ①運用管理費用の比率 ②その他費用の比率

0.73％ 0.54％ 0.19％

※対象期間は2025年３月28日から2025年12月22日です。
※対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、購入時手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含み

ません。消費税等のかかるものは消費税等を含みます。）を対象期間の平均受益権口数に対象期間の平均基準価額（１口
当たり）を乗じた数で除した値（年率）です。

※投資先ファンドにかかる費用は、その他費用に含まれています。
※投資先ファンドの費用は、計上された期間が異なる場合があります。
※これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。
※詳細につきましては、対象期間の運用報告書（全体版）をご覧ください。
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